R4.10.5改訂版
様式第15号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
補助金算定書
	住宅の所在地（地番）
	※該当するチェックボックス（□）にチェックを入れてください。


	住宅の建て方
	□ 戸建住宅 　  　□ 共同住宅等

	
	(共同住宅等の場合)
	戸数 ：　　　　　　　　　　戸
	うち補助対象戸数(a)：　　  戸

	補助対象経費
	計画策定費(b)：　　　　　　円
	工事費(c)：　　　　　　　　　円

	
	工事監理費(d)(補助対象経費に含む場合）：　　　　　　 　　　　　 円

	補助金の額(A)
	（B）＋（C）
	＝
	 円 


補助金の算出根拠

計画策定費補助（B）　　　　　　　　（千円未満切捨て）
	区 分
	補助金額

	□
	戸建住宅
	補助対象経費（b）× 9/10
	＝
	　　　　　　
	円 
	いずれか低い額

	
	
	                                                       27万円
	

	□
	長屋住宅
及び
共同住宅
	補助対象経費（b）× 2/3 
	＝
	
	円
	いずれか低い額

	
	
	補助対象戸数（a) × 12万円
	＝
	
	円
	



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事費補助（C）　　　　　　　　（千円未満切捨て）
	区 分
	補助金額

	□
	戸建住宅
	補助対象経費（c＋d）×4/5
	＝
	
	円
	いずれか低い額

	
	
	                                                      100万円
	

	□
	長屋住宅
及び
共同住宅
	1 
	補助対象経費（c＋d）×1/4
	＝
	
	円
	いずれか低い額

	
	
	
	補助対象戸数（a）×10万円
	＝
	
	円
	

	
	
	②
	補助対象経費（c＋d）×1/2
	＝
	
	円
	いずれか低い額

	
	
	
	補助対象戸数（a）×40万円
	＝
	
	円
	

	
	
	①＋②
	＝
	
	円
	

	□
	簡易耐震改修工事費補助
	補助対象経費（b＋c＋d）×4/5
	＝
	
	円
	いずれか低い額

	
	
	                                                       80万円
	



　　　　　　　　　　　　　　　計画策定・工事費一体型補助（B+C）　　　（千円未満切捨て）
	区分
	補助金額

	□
	計画策定・工事費
一体型
(戸建住宅)
	計画策定費補助(B)
	補助対象経費(b)×9/10
	＝
	
	円
	いずれか低い額

	
	
	
	                              27万円
	

	
	
	工事費
補助(C)
	補助対象経費(c＋d)×4/5
	＝
	　
	円
	いずれか低い額

	
	
	
	                             100万円
	


※戸数，金額について変更がある場合は，変更前を上段（　）書き，変更後を下段に記入してください。


[bookmark: _GoBack]（代理受領分の算定につづく）

（工事費補助の代理受領を委任する場合）
　　　　　　 　　　　　　　　工事費補助のうち、代理受領分(C')　　　　 （千円未満切捨て）
	□
	代理受領
	工事費補助(C)×
補助対象経費(c)/補助対象経費(b+c+d)
	＝
	
	円


※代理受領分は、表面で算定した工事費補助(C)から計画策定費(b)と工事監理費(d)に係る補助金を除いた額となります。なお、上式について計画策定費(b)が関係するのは「簡易耐震改修工事費補助」のみです。

